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はしがき

20世紀後半から開始された会計ビッグ・パンも， 2001年3月期から連結会計，時

価評価，キャッシュ・フロー，さらに年金および退職金の積立て不足の開示をしな

ければならなくなってきた。わが国における会計ビッグ・パンも一応国際会計基準

にそって開示することができるライン上に辿り着いたといえるであろう O 従来まで

のわが国特有の会計報告書とは相異し，種々微細なる事柄をも掲示しなければなら

なくなった。そうした企業会計の開示は，わが国の投資家に対するのではなく，外

国の投資家にも投資判断を適確に与信することになる。それ故に企業家もマルチ経

営で各部門をプラス・マイナスした形式での報告書を作成することが不可能になっ

た。従って，非能率部門の削除，あるいはライバルだ、った企業部門との合併，企業

内でのカンパニイ制の採用など，様々な形態への再編が行われているO また海外拠

点での生産および逆輸入，あるいは開発途上国からの輸出攻勢，労働集約財のみな

らず資本集約財がわが国の市場にずらり顔を並べるようになった。それに対処する

措置として，セーフガードの発動で対応しようとしているけれども，果してそれで

いいのだろうか。現状から眺めたわが国に，何が不足し，何が衰退しつつあるのだ

ろうか。それらにどう対処療法を施さねばならないだろうか。企業会計のビッグ・

バンを通じて，それらが少しでも探索できればと考えている O しかしながら限られ

た紙数のなかで，全てを書き尽すことはできない。けれどもこれまで数回に亘って

国際会計基準に関して書く機会が与えられたものがあるので，それらを参考文献と

して掲載しているので参照していただきたい。しかし私自身会計専科を維持してき

たのではなし経済理論分析の研究のみに専念してきたものであり，記述に関して

誤謬ばかりでなく誤解も多々存在しているであろう。それは無能無智な私自身の責

任であり，諸兄の叱責と御教授を拝したい。さらに本稿をまとめるに当り，多年愛
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読した日本経済新聞よりの情報に大きく依存し，種々なる文献に頼らざるを得なく，

狭い範障しか持ち合せていない私に少しでも広範な知識を与えられたことに対して

感謝している次第である。

1.企業年金会計

わが国の年金制度は公的年金と私的年金に大別される。公的年金には自営業者や

専業主婦が加入する国民年金，サラリーマンが加入する厚生年金，公務員の共済年

金などがある。私的年金は企業が主体となって運営する企業年金，生命保険会社な

どが販売している個人年金保険などである O 企業の年金制度は確定給付型，つまり

従業員が将来受け取る年金額を給料や勤続年数から割り出し，それに基づいて企業

が積立年金を拠出するO 企業年金は企業やその従業員が信託銀行や生命保険会社に

掛け金を払って，将来の年金給付に備えて資金管理やその運用を委託するものであ

るO 退職後の年金給付は信託銀行あるいは生命保険等々から支給される仕組みにな

っている。会計上は毎期の積立金拠出額をその期の費用として処理する。企業年

金の運用資産は企業自身が拠出した資金を証券市場で運用し，その実績で企業年金

負担が決定するG そのため企業経営の成績にも影響を及ぼし，従って企業の経営成

績が証券市場における当該企業の株価にも影響を与えることとなる。

企業年金には適格退職年金，厚生年金基金，つまり調整年金，非適格退職年金が

ある。適格年金とは生命保険会社または信託銀行と締結し，税法上の優遇措置が講

ぜられる企業年金契約のことである。企業は税法上の優遇措置を受けるための要件，

つまり適格要件を満たし，国税庁長官の承認を得た場合に，掛金の損金算入，給与

所得課税の繰延べなど，税法上の優遇措置が受けられるのである。

厚生年金基金は厚生年金保険と企業年金の給付と負担を調整するために設定され

た厚生年金基金保険運営の特殊公益法人で，一定規模以上の事業所の事業主と被保

険者が組織し，厚生年金保険を上回る年金給付を行うことを条件にしている c 厚生

年金基金保険とは公的年金である厚生年金保険と企業年金とを調整して一つに統合

した保険である。各企業に厚生年金基金を設け，政府に代って保険料を徴収し，生

命保険会社または信託銀行に資産運用を委託して年金給付を行うのである。

2001年3月期から会計基準変更で年金の積立て不足も開示の対象になるつまた退

職給付会計の導入で企業年金の積立て不足も開示が義務づけられる。企業は最長20

年聞かけて厚生基金の積立て不足を処理することができるのであるが，積立て不足

の処理を急いでいる c それは多額の積立て不足を放置したままでは，企業の格付け

や株価に影響を与え，資金調達の足かせになりかねなし、そのため株価や格付けへ



会計ビッグ・パンにおける諸問題 3 

の影響を懸念する企業が，積立て不足を前倒しで処理している O

さて退職一時金は一般に財源を社内で確保し，従業員の退職時に給付するために，

企業は将来の給付に備えて退職給与引当金を設定しているのである。退職給与引当

金について次の方法がある。将来支給額予測すなわち将来の退職金を各期に支給さ

れる給与額を基準として期間配分する方法である。つまり従業員の全勤続期間の給

与支給総額で，当期に支給される給与額を除した割合を，従業員が将来退職する場

合に支給される見積退職金総額に乗じて，退職給与引当金の繰入費用を算出するの

である O また期末要支給額つまり支給倍率加味方式である。すなわち期末現在にお

いて全従業員が退職すると仮定した場合に，退職金要支給額と前期末における退職

金支給額との差額を，退職給与引当金の繰入費用とするのである O さらに現価方式

すなわち将来支給額予測または期末要支給額計上方式に利子概念を取入れた方法で

ある O つまり将来支給額予測方式または期末要支給額計上方式によって，各期の費

用配分額として計算された金額を，退職金支給予定時期までの期間および一定の割

引率によって現在価値額に割引き，この現在価値額と期首退職給与引当金の利子相

当分の金額を合計した金額を，退職給与引当金の繰入費用とする方法である。割引

現在価値は分子を 1とおき 1プラス割引率に平均残存勤続予定年数を乗じたもの

で除して求めるのである。

新規準による会計処理は将来の退職給付見積額を，積立方法および給付形態を問

わず，統一して負債処理する O 企業年金制度に基づく退職給付について，負債計上

に当って企業外部に積立てられた年金資金を差し引き，年金資産の運用によって生

じると期待される収益を，退職給付費用から差しヲlく。退職給付水準の改訂および

退職給付見積の基礎となる計算要素の変更などにより，過去勤務債務および数理計

算上の差異が生じる O これらは原則として一定の期間にわたり，規則的に費用とし

て処理する O ここで過去勤務費用とは年々制度加入時に過去に勤めていたならば，

積立てていたであろう金額だけ企業年金積立額が不足する部分のことである O また

過去勤務費用の償却とは一定の期間掛金に上乗せして積立てることである。

将来の退職給付見積額を年金負債として計上するには，退職給付債務を計算する。

退職給付債務は将来の退職給付額の割引現在価値によって計算される O この計算は

原則として個々の従業員ごとに年金数理計算によって算定されるO 退職給付水準の

改訂を行うと，引上げ時以前の勤務期間に対応する部分の退職給付債務も増加する。

退職給付水準の改訂などに起因して発生した退職給付債務の増減部分は過去勤務債

務であり，過去勤務債務は平均残存勤務期間以内の一定年数で按分した額を毎期費

用として処理するのであるが，費用として処理されていない部分は未認識過去勤務
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債務と称している O

退職給付費用=勤務費用±利息費用一期待運用収益±未認識過去勤務費用

土未認識数理計算上の差異による費用

勤務費用は退職給付見込額のうち，当期に発生したと認められる額を，一定の割

引率および残存勤務期間に基づき割ヲ|いて計算する O また利息費用は期首の退職給

付債務に割引率を乗じて計算する O 期待運用収益は期首の年金資産額について，合

理的に予想される収益率つまり期待運用収益率を乗じて計算される。

退職給付引当金=退職給付債務±未認識過去勤務債務±未認識数理計算上の差異

一年金資産

年金資産は企業年金制度に基づいて退職給付に充てるために積立てられている資

産で，期末における時価で計算することになっている。

II.確定拠出型年金

確定拠出型年金は，給付額を約束する確定給付つまりあらかじめ将来の給付額を

約束する方式とは異なり，掛金をあらかじめ決めておいて，将来の給付額は掛金の

運用実績によって事後的に決まる制度である。すなわち企業が拠出する金額だけが

確定しており，一定の積立金を支払いさえすれば，企業の義務は果されたことにな

り，後は従業員の責任で運用手段を選ぶという仕組である。すなわち確定拠出型企

業年金は，将来の年金支給額は企業と従業員が支払った積立金とその運用益に応じ

て決まり，運用成績が悪ければ従業員がもらえる年金は，その分減るという仕組で

ある O つまり運用の失敗による年金支給額の減少リスクは，従業員自身がかぶるこ

とになるのである O

1998年12月に会社型投資信託と私募投資信託が解禁になり，投資信託の受け皿と

して確定拠出型年金の導入が注目されたO 確定拠出型年金は日本版401Kと俗称さ

れている O それはアメリカの401Kプランになぞらえて日本版401Kと称されている

のである。アメリカの401Kは内国歳入法の401条K項が定めている企業や従業員に

対する税制優遇措置に基づき，企業が設定している年金プランの総称であるO つま

り従業員が個別に持つ口座に対し，従業員と企業が定期的に一定金額を拠出し，従

業員は企業が決めた複数の金融商品から運用対象を選択する O つまり企業の従業員

が毎月一定額を個人勘定に拠出して積立て，自己判断で運用しなければならない。

給与から天引される積立金は所得控除されるうえに，一定の枠内ならば拠出金や運

用収益，すなわち年100，500ドルまで非課税で，退職後に受け取るまで課税されな

いという特徴をもっている O 企業は企業自体が運用する確定給付型と違い，運用利
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回りが悪化しでも穴埋めする必要がなく，個人勘定であるため従業員は転職しでも

持ち運べる仕組である。

日本版401Kはアメリカの401Kを見習って，高齢化の進展や資金難など経済環境

の変化で多額の積立不足が発生しているので導入が急務となっているO 確定拠出型

年金は運用成績次第で給付額が変動するために，企業にとっては将来の追加負担の

リスクと決別できるというメリットがある。掛け金の運用実績に応じて年金額が事

後的に決まり，企業が追加負担を迫られない確定拠出型年金の導入が広がる見通し

だという O 一般的な運用方法は，会社側が用意した投資信託のリストのなかから，

従業員自身が公社債投信や株式投信など複数のファンドを選ぴ，そのファンドを購

入する形で年金資金が運用されるのである。確定拠出型年金の導入は投信市場の拡

大につながるばかりでなく 個人資金を円滑に企業へ振り向けるパイプ役にもなる

であろう O しかし確定拠出型年金では掛け金の運用状況を個人単位で管理するシス

テムが必要になる O また確定拠出型年金は加入者個人が掛け金の運用方法を決める

ほかに，積立てた年金資産は個人別口座で転職先にも資産を移せるのであるから，

年金加入者が資金運用方法を変更したり，転職した場合の事後処理や運用残高など

の情報を，加入者に提供するコールセンターの運営システムも必要になる。

確定拠出型年金制度(日本版40lK) の仕組について締めてみれば，おおよそ次

のように整理されるであろう O

(1) 対象

企業の従業員や自営業者で，確定拠出型年金の運用対象として自己判断で選ばね

ばならない。確定拠出型年金は公的年金を補完し，老後の安心を自助努力で支える

私的年金である。企業が従業員のために掛け金を負担する企業型年金と，個人が金

融機関の窓口で申込み，自分で掛け金を負担する個人型年金がある。

(2) 対象者

企業型年金の場合，元本の安定性などリスクが異なる運用商品を，金融機関など

が提示した金融商品のなかから選ぶ。公務員や公的年金の保険料が免除されている

専業主婦などを除く， 20歳以上60歳未満の人が加入できる。

(3) 加入および拠出

国民年金の保険料を滞納している聞は，掛け金を拠出することはできない。自営

業者など給与所得者以外の人が加入できる O すなわち個人型年金である O サラリ

ー・マンは勤務先の年金制度によって取扱いが異なるが，労使合意で企業型年金が

導入されれば，従業員は原則として自動的に確定拠出型年金に加入し，掛け金は会

社が拠出する。その掛け金額も労使で決める。
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厚生年金基金など既存の企業年金がない場合は月36，000円が上限であり，企業年

金がある会社は月18，000円が上限である。労使合意によって企業年金資産を一定の

範囲内で確定拠出型年金に移すことができるO 会社に企業型年金がない場合，その

会社の従業員は個人型年金に加入できる。掛け金は原則として月15，000円が限度で，

給与天引となる。企業年金がある場合は個人型年金に加入することはできない。

結婚して専業主婦になるOLや企業年金があっても確定拠出型年金がない企業に

転職したサラリー・マンは，確定拠出型年金の加入資格を失い，掛け金の拠出を継

続することはできない。このような人は掛け金の拠出期間が3年以下であれば，脱

退一時金として積立金の払い戻しを受けることができる。

(4) 運営管理機関

運営管理機関は個人記録を管理し，加入者の照会に随時こたえねばならない。ま

た資産管理業務と運営管理業務，年金資産の運用業務と資産管理業務の兼務も認め

られない。

(イ) 資産管理機関

信託会社，保険会社，農業協同組合連合会，厚生年金から選出される O

(ロ) 運営管理機関

掛け金の残高管理などを受け持つ運営管理機関は，確定拠出型年金を導入する企

業の意向を踏まえて，元本保証の安定型や元本割れのリスクはあるが，高利回りが

期待できるタイプなど，異った 3つ以上の商品を提示しなければならない。運営管

理機関は加入者に対して具体的な運用商品名を示し，商品ごとにリスクと利回りを

加入者に説明しなければならない。さらに運用商品の利回りを定期的に評価し，類

似商品に比べて利回りが大幅に低下している場合，運用商品の入れ替えが義務づけ

られる O

法人ではなく運営管理機関の登録を取り消された日から 5年を経過せず，この法

律などの規定に違反し 5年を経過しない場合，また他の事業が公益に反する場合な

どのケースでは，運営管理機関になれない。

(ハ) 金融機関

厚生基金，国民年金基金，企業，資産管理機関である O 金融機関は加入者ごとの

口座管理や企業単位の年金資産の管理および運用商品の提示などのサービスを提供

し，その対価として手数料を受取る。金融機関は手数料の水準や仕組みを自由に決

めることができる。手数料は企業と従業員のどちらが負担するかも，労使協議に委

ねられている。労使の合意を条件に，企業は従業員の年金資産の運用方法を一括し

て指示することが認められる O
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(ニ) 運営管理機関の責任

事実を告げず加入者の損害負担や特別の利益提供などを行ってはならない。運用

商品の選定および提示の際の責任は，運用商品を専門的知識で，選定や加入者など

への特別の利益供与や損失補填などをも行ってはならない。また加入者に特定の運

用方法を推奨しではならない。

(ホ) 個人型年金

自営業者などが自ら掛け金を支払う個人型年金である。加入期間が原則10年で，

この規定は個人型年金の加入者が主な対象であるO 個人型年金は国民年金基金連合

会，金融機関，郵便局などの窓口で申込みができ，掛け金は国民年金基金などの掛

け金合計が月68.000円を限度に，加入者が決めた口座振替で支払う。

(5，) 運用

資産運用管理など継続できるが，積立金から残高の 1%程度の手数料を，金融機

関に払わなければならない。確定拠出型年金の運用商品として，預貯金，有価証券，

保険商品，金銭信託，投資信託などである。ただし時価評価や現金化が難しい不動

産などは対象外である。

運用商品の提示，預け替え，情報提供について，運営管理機関は 3つ以上の適格

商品を選定し，最低一つは元本保証付き商品のなかから選び 3ヶ月に 1回以上預

け替え機会を提供し，運用商品の情報提供などをする。また 3ヶ月に 1回は運用先

や資金配分を変更することができる。

企業や国民年金基金連合会は，自らが運営管理機関などに委託し，運用の一般的

情報の提供に努めねばならない。掛け金は加入者ごとの個人勘定に積み立て，積立

金をどの金融商品で運用するかは，加入者が運営管理機関に提示する。ただし運用

がうまくいけばより多くの年金を受け取ることができるが，失敗すると年金額が払

い込んだ掛け金を下回るリスクもある c 運用に白信のない人は会社に運用指図を委

任することができるつ

給付

加入者が60歳になる前の積立金引出しを原則として認められない。加入期間が3

年を超えて結婚退社したOLは，掛け金の追加拠出もできず，積立金が塩漬けにな

ってしまう可能性がある。

加入期間が10年未満となる時は，受給開始を最長で65歳まで遅らせることができ

る。最短の加入期間は59歳で加入し， 65歳で年金受取りが開始となるO

17) 年金の受取り

均支的に加入者は60歳になれば，掛け金とその運用益の合計である積立金を分割
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払い年金，または一括払いの一時金で受取ることができる O 積立金は年金として 5

年以上に分割するか，一時金で受け取ることができるO いずれも加入期間が10年以

上の条件で， 60歳から受給が開始される O また70歳まで受給を遅らせることも可能

である o 60歳になった時点で，加入が10年未満の人は加入年金に応じて受給開始が

遅れる o 60歳から受給開始までの聞は掛け金の払い込みはできない。加入者が60歳

以前に亡くなった場合，遺族は積立金を一時金で直ちに受取ることができる O さら

に重度障害を負った場合には，その時点から年金の受給が開始される O

(8) 離職・転職時

OLが結婚退社して専業主婦になるなど，加入資格を失った場合は，加入期間が

3年以下であることを条件に，脱退一時金として積立金の退職時に払い戻しを認め

るO

転職した場合は以前の勤務先企業が拠出した掛け金を転職先の確定拠出型年金に

持っていける O 勤続3年以上のサラリー・マンは転職先に積立金全額を移し替える

ことができる O ただし転職先企業が厚生年金基金などをすでに導入している場合に

は，従業員は掛け金の拠出はできない。サラリー・マンは転職先が企業型年金を導

入していれば企業型に転入することができる。また転職先に確定拠出型年金がない

場合，あるいは自営業者などで転種が変われば，個人型年金に転入することができ

るO

企業型年金について従業員が転職などの際に，積立金をもっていける最低勤続年

数を 3年以内にする O 勤続年数が満3年になった従業員は，自己の都合や懲戒免職

などの退職理由にかかわらず，無条件で

きる O 企業は組合と相談のうえ勤続年数を短縮することがでで、きる O ただし 4年以上

に設定する場合には，掛け金の損金算入という優遇税制の適用は受けられない。個

人型年金については掛け金を自らが負担しているので，積立金の持ち運び、に制限は

ない。

(9) 現行制度からの移行

確定拠出型年金は年金支給額が運用成呆に連動するため積み立て不足は発生しな

いが，確定拠出型年金に移し替えるためには，現行の企業年金資産を加入者に分配

する必要がある O

(10) 税制

加入者は毎年一定の掛け金を所得から控除する優遇税制が受けられる。個人型年

金の加入者が払い込んだ分は所得控除の対象となり，所得税，住民税はかからない。

企業拠出は損金算入される。加入者は給付時に年金で受取る場合は，公的年金等控
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除，また一時金で受取る場合は，退職所得控除が受けられる。

厚生年金や適格年金が同一企業内にある場合，企業が従業員のために拠出できる

掛け金の非課税枠は月18，000円までに制限される。企業年金がない場合でも掛け金

の非課税枠は月36，000円までである O いずれのケースも企業の掛け金に従業員が上

乗せして拠出することは認められない。

加入者が積立金を年金として受取る場合 5年以上に分割することを条件に優遇

税制の適用が受けられる。また受給期間が5年以上であれば，公的年金等控除を適

用して課税対象全額を圧縮することも認められる。退職金や一時金を対象とする退

職所得控除は，勤続30年で15，000，000円にとどめ，公的年金等控除の最低控除額は，

64歳以下で年間700，000円， 65歳以上で年間1，400，000円であるO 自営業者らの個人型

年金は，国民年金基金などの掛け金を含めて月68，000円まで非課税である。一方個

人型年金の会社員の場合，月15，000円が限度額で非課税であるC

(11) 罰則

加入者に運用商品を提示する銀行など運営管理機関が，加入者の損失を補填する

ことは禁じられている O これに違反した場合 3年以下の懲役，または300万円以

下の罰金が科される。 運営管理機関について加入者への損失補填，加入者などへの

特別の利益供与，故意に事実を告げない，不実を告げる，第3者などに利益を与え

る目的で特定の運用方法を加入者に提示などの行為を禁じこれらに違反した場合

には罰則が科せられるC このことは加入者が自己責任で掛け金を運用するために，

運営管理機関の責任を明確にすることによって，加入者保護を目的にしているので

ある。

確定拠出型年金つまり日本版401Kは以上のような制度が設定されると考えられ

るO 日本版40lKには自営業者などが本人で掛け金を負担する個人型と，企業が導

入を決め従業員のために掛け金を支払う企業型がある O いずれも原則として10年以

上掛け金を積み立て， 60歳から年金として受取る仕組である O 企業型年金では企業

が支払う掛け金の額は，限度額内ならばいくらでもよいが，労使合意が前提である。

個人がこれに上乗せすることは認められない。金額を決める規約策定の労使協議な

どを通じて，加入者が企業に十分な説明を求めることが必要である O

日本版401Kは株式，投資信託など3種類以上の金融商品のなかから運用手段を

選択するのであるが，選択肢は事実上企業が選定した金融機関と相談のうえで提示

してくるものとなる O しかし加入者自身も選別眼を養う必要があり，企業の金融機

関選定をチェックするとともに，運用手段の知識を身にっけなければならない。そ

のためには計算力が肝要となり，パソコンによる実状分析およびその動向を把握す
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る能力が要求される。

日本版401Kは，転職によって現在勤めている企業が拠出した積立金を移して，

積み立てを続けることができる。勤続3年以上のサラリー・マンならば，積立金は

全額移転することができる。個人型で月々掛け金を支払っていた自営業者の加入者

が， 401Kを導入している企業に転職する場合，企業型では掛け金を支払うのが企

業であるから，転職後は自分で拠出することはできない。ただし資産運用を続ける

ことはできるが，それ以前と掛け金の額が変ってしまい，場合によっては積立金の

移管時などに，手数料を金融機関に支払う必要があり，転職先の40lKの条件を十

分に調べる必要がある。

積立金は原則として60歳前に引き出しはできない。加入期間が3年以下ならば，

特例的に脱退一時金の払い戻しが受けられるが，加入期間が3年を超えて退社した

場合などは，積立金の受給が開始され年齢60歳に到達するまで，事実上塩漬けされ

る可能性が生じる O すなわち日本版401Kも，運用など種々な事柄について，すべ

てが自己責任であり，他人まかせのケースでは済まされないのである。その反面十

分な知識と能力を保持するならば，大きな利益が得られることも事実であり，あら

ゆる場面でリスクと裏腹の関係であることも事実である。

年金を確実に受け取る権利の保護が，不十分だ、った税制適格年金を法施行後10年

以内に廃止するか，厚生年金基金が厚生年金を代行給付する部分については，固に

返上できるようにする。適格年金は廃止したうえで，既存の厚生年金基金，または

厚生年金基金から国に代って厚生年金を給付する仕組みを除いた基金型企業年金，

あるいは税制適格年金を改良した規約型企業年金のいずれかに移行させるC 将来の

年金を給付するに必要な積立金があるかどうかを毎年検証する仕組みも導入する。

厚生年金基金は主に中小企業が利用している税制適格年金と並ぶ代表的な企業年

金である。この基金は適格年金と異なり，サラリー・マンが加入する公的年金であ

る厚生年金の給付を，一部代行する役割がある。本基金は企業が自ら運営するので

はなく，社外に設立した基金が運営し，将来の年金支払いに備える積立金が不足し

た場合，一定期間内で穴埋めする義務がある。また500人以上でないと設立するこ

とができない仕組みであるO

m.退職給付

ここで従来の年金制度を概観すれば次のように分類されるc

1)公的年金

(1) 国民年金
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20歳から60歳の全国民が加入し，毎月一定額の基礎年金を受取る仕組みである O

(2) 厚生年金保険

民間サラリー・マンが加入し，給与に比例して厚生年金を受取る仕組みである。

(3) 共済組合

公務員など特定職域の人のための組織である。

II)私的年金

(4) 企業年金

(イ) 厚生年金基金

企業または企業グループが，厚生年金保険法に基づいて厚生年金基金を設立

し，企業および従業員からの拠出金を運用する制度である。

(ロ) 適格退職年金

一定の税法要件を満たすことを条件に，信託銀行または生命保険会社が，企

業および従業員からの拠出金を運用する制度である O

(ハ) 非適格退職年金

これは自主年金とも呼ばれ，税法上損金として認められていない。

(5) 国民年金基金

自営業者などが対象で，国民年金に上乗せして年金を給付する制度である。

i6) 個人年金

個人の自主的年金である O

退職金制度は従業員の退職時ないし退職以降一定期間，企業が従業員に対して一

時金ないし年金の形で支払いを約束する契約である。退職金は従業員の退職時の給

与額と退職時までの勤務年数に基づいて，計算され支払われるものであり，退職金

債務を算定するには，予定利率，従業員の平均昇給率，死亡率，中途退職率，年金

資産に対する長期期待収益率など，高度な数理計算を要する。

国際会計基準では，決算日までに従業員が提供した労働に基づいて，退職金を配

分する発生給付評価方式を採用している O 発生給付評価方式とは，退職金は従業員

の労働の提供に応じて毎期発生すると考え，見積退職金支給額は，在職期間中の会

計期間に均等に配分され，その配分額を退職金支給時の価値に引き直す，すなわち

各期への配分金額を退職時の現在価値に引き直すのである O

国際会計基準では，基本的に退職金債務と時価の年金資金との差額は，毎会計年

度の貸借対照表に資産ないし負債として計上しなければならない。

2001年3月期決算から退職給付会計が導入された。退職給付会計は，将来の退職

金，年金の支払い必要額を計算し，企業が十分な支払い準備を要しているかどうか



12 広島経済大学経済研究論集第24巻 第2号

を開示する制度である O 退職金，年金の将来の必要額のうち，現在までに支払い義

務が発生した金額を，一定の利回りによって現時点の必要額，つまり退職給付債務

に換算しなければならない。企業は安定性の高い長期債の利回りを基準に割引率を

選択する。割引率を引上げると退職給付債務は増加し逆に割引率を引き下げると

退職給付債務は減少することになる O 退職給付債務と年金資金の差額は，未積立退

職給付債務であり，資金ベースでみた積み立て不足を去す。(1)会計基準変更時差異

で，新基準の導入で表面化した積み立て不足は， 15年以内で処理すればよく， (2)未

認識数理計算tの差異で，実際の運用利回りが計画値を下回った場合など，見積り

と実際値との希離を調整し， (3)未認識過去勤務債務で，年金給付の引き上げなどで

発生した債務を除いて，債務を退職給付引当金として貸借対照表に計上するのであ

る。

今後未認識債務つまり会計基準変更時差異，未認識数理計算上の差異，未認識過

去勤務債務は，損益計算書に費用計上する必要がある。新基準導入にともなって，

損益計算書に退職給付費用を計上しなければならない。退職給付費用とは， (1)勤務

費用つまり従業員が一年間働いたことで発生した退職金および年金の債務である O

(2)利息費用すなわち退職給付債務は将来の支払い時が近づくにつれて，毎年金額が

増えるその増加分である o (3)期待運用収益で費用を控除する O つまり実際の運用収

益ではなく，予定利回りを使うのである O

退職給付費用=勤務費用+利息費用一期待運用収益

また企業は退職給付会計データーを有価証券報告書で開示しなければならない。

社員の高齢化などで企業の年金や退職金負担は増え，業績を左右する主要な投資情

報となる O 新しい開示制度は年金や退職金に絡む毎年の費用，積み立てた資産，将

来の支払い見込額などが明らかにされるのである O

確定拠出型年金および退職金制度は，従業員が自分の口座で資産を運用し，その

成績次第で受取額が変動するのであるが，企業負担は一定となるC また会計上退職

給付債務は，企業が年金や退職金の支払い義務をどの位負っているかを表すもので

あるが，運用次第で給付額が変動する確定拠出型では，企業に掛け金を支払う義務

はなく，従って確定拠出型制度では，退職給付債務および積み立て不足は発生しな

いのである O 損益計算書では，企業がその期に拠出した掛け金額を費用として計上

すればよいことになる O

N.研究開発費

研究開発費の会計処理は2000年3月期から適用された。新基準では資産に計上す
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ることを認めておらず，発生時に一括処理しなければならない。つまり発生時に一

般管理費および当期製造費などで一括処理される O 新基準における研究開発の定義

を次のように規定しているO 研究とは新しい知識の発見を目的とした調査および探

究のことであり，開発とは新しい製品，サービス，生産方法についての計画，もし

くは設計，または既存の製品等を著しく改良するための計画，もしくは設計として，

研究の成果その他の知識を具体化することであるO

企業の将来性などをみるためには，企業の研究開発活動に関する情報が重要であ

るO そこで研究開発費の重要性は，商品のライフ・サイクルの短期化，新規技術に

対するキャッチ・アップ期間の短縮，研究開発の広範化および高度化による研究開

発関連支出の増大などである。

現場で行われている改良研究であっても，それがプロジェクトとして行われてい

る場合には，著しい改良であり研究開発費になる。ただし他の企業のために行う研

究開発や探査，あるいは掘削などの鉱業資源の開発など，特有な活動もまた研究開

発には含まれない。そのために必要な人件費，原材料費，減価償却費および間接費

の配賦額など，研究開発のために消費されたすべての原価は，研究開発費に該当す

る。また特定の研究開発のみに使用され，他の目的に使用できない機械装置や特許

権を取得した場合の原価もまた，取得時の研究開発費に含まれる O 研究開発費はす

べて発生時に費用として処理され，損益計算書に計上される O 損益計算書に計上さ

れる研究開発費は，当期製造費用として処理されるものを除き，一般管理費に記載

される。一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は，財務諸表に注記

する必要がある O

試験研究費は，新製品または新技術の研究目的のために特別支出したもので，費

用処理される O しかし新技術または新経営組織の採用，あるいは市場開拓の目的の

ために特別支出したものは，研究開発費に該当しない。また資源開発費は繰越資産

として処理することが認められている。

研究開発費は有価証券報告書に詳細に記載しなければならない。すなわち研究目

的やテーマおよび成果などの活動状況や研究開発費の額を，事業セグメントおよび

事業部門に関連づけて記載しなければならない。このことは，研究開発活動が，企

業の将来を左右する重要な投資情報として，位置づけられているからである。

v.ソフトウエアー会計

ソフトウエアーはコンビューター機能に，指令を組み合せたプログラムなどと定

義されるであろう O ソフトウエアーの製作は，高度情報化社会の進展によって，企
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業活動のなかでソフトウエアーの重要性が高まり，その製作のための支出額も多額

になってきている O ソフトウエアー製作のうちで研究開発に該当する部分，市場販

売目的のソフトウエアー，最初に製品化された製品マスター(原版)までの費用，

製品マスターおよび購入したソフトウエアーに対する改良に要した費用，研究開発

目的以外のソフトウエアーであっても政策に要した費用で研究開発に該当する部分

は，研究開発費として費用処理されるO

ソフトウエアー会計処理基準では，市販のソフトウエアー製品が完成するまでの

製作費は，発生時の一括処理が義務づけられ，ソフトウエアー製作費は市販目的，

自社利用，あるいは受注製作に分類して処理する O またソフトを使う側の企業が製

作を委託する場合にも適用される。ゲームソフトや業務用パッケイジソフトなど，

販売を目的としたソフトは開発費に該当する O 製品として世に送り出されるマスタ

ーは，完成するまで、にかかった製作費を，研究開発費と同様に，発生時に費用とし

て一括処理されることになる O

研究開発費に該当しないソフトウエアーの開発費は，原則として資産すなわち無

形固定資産に計上する。受注製作のソフトウエアーは請負工事の会計処理に準じて

処理する O 仕掛かり品として計上した後に，ソフトの完成時に費用として計上し，

顧客からの発注に応じて独自仕様のソフトを受託開発する場合も同様である。市場

販売目的のソフトウエアーは，研究開発に該当する部分を除いて，製品マスターの

製作費を資産に計上する O ただし製品マスターの機能維持に要した費用は，発生時

に費用として処理される O 自社利用のソフトウエアーの製作費は，ソフトを使って

収益をあげたり，または経費削減ができる場合に限り，無形固定資産に計上し，原

則として 5年以内に均等減価償却を行う。なお機械装置などに組み込まれているソ

フトウエアーは，当該機械装置などに含めて処理される O その他の場合は，一般の

研究開発費と同様に，その期の損益計算書に費用として計上される O

これまで最も重要であったのが.企業内容の開示である有価証券報告書であった。

そして有価証券報告書に基づいて，経済情報誌およびアナリストの予測が作成され

てきた。しかし今後電子開示(EDINET)によって，投資家の利用促進のみならず，

有価証券報告書の作成および提出，会社側の届出手続，各経済財務局の受理手続な

ども省力化されていくのである O

VI.コーポレート・ガバナンス

会計基準および監査とならんで，グローパル化はコーポレート・ガパナンスにま

で及んでいる O コーポレート・ガバナンスとは，経営方針の決定，経営陣の選任お
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よび解任.経営陣のコントロールなどを含む概念であるO つまりコーポレート・ガ

パナンスは，株主権限の拡大，情報開示の拡充，監査役制度の充実などにより，企

業経営をチェックできる体制を整えていくことである c いくら会計制度や監査制度

がグローバルに統ーされたとしても，取締役の意思決定方法や取締役に対するチェ

ック機能がバラバラでは，株主の権利を守ることはできな¥"0

企業のチェック機能には株主総会および監査法人によって構成される外部統制

と，取締役会，監査役会など内部統制機構によって構成される最も基本的で重要な

内部統制がある O 内部統制は業務の有効性，効率性，財務報告の信頼性，関連法規

の遵守など，口的達成に関する合理的な保証提供を意図した取締役会，監査役会，

経営者，その他の構成員によって遂行される O つまり内部統制は会計的チェックの

みでなく，業務上の不正あるは誤謬などをチェックするシステムである。

さらに取締役会の活性化，執行役員制度，株主代表訴訟などがある。取締役会の

活性化には，取締役会の戦略決定機能と業務執行機能の分離，取締役会のスリム化，

社外取締役制度などであり，執行役員制度は戦略決定機能を担う取締役と，特定事

業分野の責任者としての業務執行役員との分離などが考えられる。また監査役会の

機能強化も重要であることはいうまでもないc 株主代表訴訟制度は株主の事後的最

終手段であるが，内部的チェック機能が十分に働かない場合など，訴訟に持ち込ま

れる機会も多くなるであろう。株主総会において十分に議論をつくす必要があるこ

とも事実である O

vn. R 0 E 

株主資本利益率 (ROE) は，株主から出資された資本をどれだけ効率的に企業経

営に活用し，いくらの利益をあげたかを示す指標であり，企業の実力を測る指標の

一つでもあるコ資本に対する利益率が高ければ高いほど，会社は資本を効率的に使

用し，キ王宮'を行っているということになる。

株主重視の経営とは株主の利益拡大のための経営のことである。株主の利益を守

るためには企業情報を適切に開示しなければならないっそのためには決算書の内容

を充実しなければならないということは言を待たなL、
貸借対照表は経済的資源や財務構造，すなわちある時点での企業の財政状態を表

示するものである。貸借対照表における経済的資源は，企業経営に使われている資

金の運用形態，つまり資産の運用状況を示している。貸借対照表の資産には，非金

融資産つまり建物や製造設備のように付加価値を生み出すプロセスに投下されてい

る資産状態と，金融資産すなわち現金，預金，売掛金など投下にむけての待機中，
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あるいは投下後の回収過程にある資産がある。資金の効率的運用の程度や企業の支

払い能力などは，貸借対照表の株主資産，第3者に対する債務構成の割合，すなわ

ち株主資本比率と負債比率，現金預金や有価証券など手元流動性，売掛債権や在庫

などの大きさなど，つまり債権と在庫の回転期間によって認識することができる。

株主は企業に資金を出資し，資金運用を特定の経営者に委託する。資金運用の結

果，企業の資本が増加すれば株主の利益であり，株主の出資に対する配当として支

払われるか，または企業に留保されて事業資金として再投資されるO 株主の出資金

と社内留保分の合計が株主の持分 つまり企業の残余対産に対する請求権である。

これらのことは貸借対照表の資本の部で知ることができる。

株主資本は株主の企業に対する出資金および出資金運用の成果である利益のう

ち，株主に配当されず再投資に向けられる社内留保分，つまり利益剰余金で構成さ

れている O 株主出資金は全額資本金であり，資本金と資本準備金との合計額でもあ

るO

企業の利益のうち配当として株主に支払われず再投資分が社内留保利益である。

過去からの社内留保利益の蓄積が，貸借対照表に利益剰余金として記載される。当

期業績が赤字であっても，利益剰余金がある限り，それを配当に回すことはできる

が，利益剰余金残高以上に配当することはできないのである O

流動資産と流動負債の差額が運転資本であり，企業の支払能力を評価する指標で

もある O 国際会計基準では，資金の回収期限の長短よりも，事業活動の性格をより

重視するスタンスをとり，資産と負債の満期日に関する情報を注記で開示しなけれ

ばならない。

国際会計基準では請負期間や金額に関係なく，すべての長期請負契約について工

事進行基準が適用される。工事損失が予測されたならば，その時点で直ちに損失を

計上する。工事着工以前であっても同様である O すなわちストックを重視する会計

であり，契約の締結が前提である。工事契約によって工事を請負った側には，代金

請求権つまり完成工事未収金の権利が発生し，工事の注文者側には代金支払い，つ

まり工事未払金の義務が発生するという考えである C

国際会計基準では，割賦販売に関して商品の引き渡し時に商品代金の回収可能性

は大きく，回収代金の測定も可能であるから，販売基準を採用する。

国際会計基準では事業活動の例外としては，異常と思える経済事象しか特別損益，

言い換えれば異常損益として取扱わない。すなわち経営者の管理能力外の経済的事

象，つまり天災地変による損失，外国政府の政変などによる海外子会社の接収など

である。
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見積を故意に違えたり，計算の誤り，事実の誤認などが原因で，過去の決算書に

重大な誤りがある場合，国際会計基準では過年度の決算書そのものが誤っていると

し決算書を修正して作り直すことが原則として認められている。しかし国によっ

ては法律で過去の決算書が修正できない場合がある O その場合には注記として過年

度決算書の修正後の金額を開示しなければならない。またむやみやたらな会計基準

の変更を防止するために，正当な理由がある場合に限り，しかも変更した場合には

その事実を注記することを条件に認めている O

vm.あとがき

国際会計基準はグローパルな投資活動が活発になるための投資家に対するディス

クロージャーの指針ということができるO 反面企業経営者は健全な経営を行わなけ

ればならず，合理的効率的経営に徹しなければならないということでもある O 投資

がうまくいけば利益が増大し，株主資本も増加するが，反対に投資に失敗すれば投

資資金の回収は不可能になる O 例えば株式あるいは不動産に対する投機的行動によ

って，不良債権化した場合など，企業の存続そのものが不安定になる O そして株主

代表訴訟などが惹起し，運転資金もままならなくなり，最後には企業破綻という浮

目に合うことは火を見るよりも明らかである O

国際会計基準は企業のみならず，金融機関にも適用されるものでなければならな

い。取締役会のスリム化，社外取締役の採用，監査役会の充実，諸基準を適確に認

識し，株主本位の決算報告書，不良債権の正確な開示など多くの課題が残存してい

るのではなかろうか。グローパル化の波は大きなうねりとなって我が国にも押し寄

せている O 国内的にも規制緩和をできる限り速やかに行い，グローバル化の波に対

処できるように，力をつけなければならない時間も，長ヲ|かせることはできないで

あろう O

さらに2001年10月から日本版401Kが実施される。それに対する知識もまた対応

行動も遅々としているように感じられる O 各企業も日本版40lKを認識し，作用す

ることによって，労働者の自由移動が確保され，優秀な人材を獲得することもでき

るのである O そのためには国立機関を独立法人化し，私企業と同様に効率経営が行

えるようにすることである O 企業経営は機械がロボットが行うのではなく，人聞が

行うものである O それにはグローパル化，効率化重視に対応する人材を創出しなけ

ればならない。そこに教育機関が担わなければならない重要性が存在している。い

わゆるヒューマン・インベストメントであるC

ゆとりある教育と命名は結構であるが，薄少な教科内容による幼児教育，中等教
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育，ひいては高等教育への悪性循環の波及では日本全体が貧困社会の畏にかかるの

ではないだろうか。これからの社会生活には数理計算が根幹をなし，それを礎に

種々なる高度適用を図らなければならない経済社会へと展開されると信じている O

最後に，国際会計基準における会社の範時，会計に関する国際標準化，会計ビッ

グ・パンにおける主要項目，会計ビッグ・パンにおける諸問題として，グローパル

化の波の一部分であっても自分なりに認識することができたと思う O それには多く

の参考文献，本稿に掲載したもの以外にも，また多年愛読している日本経済新聞記

事からも，会計専攻でない私に多くの知識を提供していただいたことに，深く感謝

を表する次第である。さらに本文中の誤謬あるいは誤解は，才能なき私自身の不勉

強の至りであり，また私自身の責任でもある O 諸氏の御指摘および御指導を期待し

ている次第である。
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